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１．調査項目欄については、右詰で記入してください。
２．記入に際しては、黒の鉛筆またはシャープペンシルを使用し、

間違えた場合は消しゴムできれいに消してください。
３．回答もれや回答誤りがないか、最後にもう一度ご確認ください。

※ 数字は枠からはみ出さないよう、楷書でていねいに記入してください。
※ 調査項目の具体的な説明については「調査票の記入の仕方」を参照して
ください。

＜記入上の注意事項＞

はじめに 「農業簿記11」での部門設定と帳票の出力

農業簿記のデータを用いて、営農類型別経営統計（個人経営体用）の調査票を記入する場
合、ソフトの印刷機能を用いて「青色申告用の決算書」を印刷し、それを元に調査票に必要
な情報を転記します。
一方で、調査担当から「指定品目」の記入も依頼された場合には、事前に「指定品目」の

部門を設定しておくことで、調査票への記入が容易になります。

※ 「指定品目」の指定がない場合には、部門の設定は必要ありません。

【指定品目の部門設定】

部門設定は、一番最初の起動時に、案内に沿って進めていくことで、設定されます。
後から設定する場合は、以下の手順で行います。

１ ダイレクトメニュー画面
２ 「初期」を選択
３ 「基本」を選択
４ 「部門設定」を選択
（詳細は、農業簿記11 「導入マニュアル」を参照してください）

【調査票の記入に必要な帳簿】

調査票の記入には、次の帳票が必要です。

〇 「青色申告決算書」（農業所得用）または「収支内訳書」（農業所得用）
〇 所得税の確定申告書 Ｂ
〇 部門別集計実績表

１



設定 ３：「部門設定入力フォーム」の画面で、「部門番号」と「新規部門名」を入力し
「設定」をクリックします。

※ ここではあらかじめ、部門１が「稲作部門」に設定されているので、
新規作成の部門番号は「２」とします。

設定 ４：「新規部門名」の入力が終わったら「設定」ボタンをクリックします。
新たに「１稲作部門」の下に「２酪農部門」が追加されました。
これで、新規部門作成は完了です。

２ ３

※ ここでは「酪農部門」を設定してみましたが、それぞれ必要な部門を作成してください。

指定品目の部門設定

調査担当から「指定品目」の記入を依頼された場合には、指定された品目の部門を事前に
設定します。設定手順は以下の通りです。

設定 １：ソリマチ「農業簿記11」の起動画面「ダイレクトメニュー」です。
ここから、横【初期】⇒ 縦【基本】⇒ メニュー【部門設定】と進みます。

設定 ２：新規部門設定
「設定 １」でメニュー【部門設定】を開くと、下記の画面が開きます。
そこから「新規」のタブをクリックすると「部門」の入力画面が表示されます。

横タブ

縦タブ メニュー

はじめに 「農業簿記11」での部門設定と帳票の出力

新 規

部門 番号

新規部門名

設 定

追加された新部門



設定 ３：「青色申告決算書」の印刷設定画面

設定 ４：「対象決算書」及び「印刷帳票」のチェックが終わったら「印刷」ボタンを
クリックします。

4 ５

調査票の記入に必要な帳票の出力（印刷）

１ 青色申告をされている方は、「青色申告決算書（農業所得用）」を、されていない方は、
「収支内訳書（農業所得用）」を出力してください。
※ 確定申告書類の印刷は、「みんなの確定申告」をインストールする必要があります。

２ 所得税の「確定申告書 Ｂ」を出力してください。

３ 指定品目のある方は、「部門別集計実績表」を出力してください。

【青色申告決算書】の出力方法

設定 １：ソリマチ「農業簿記11」の起動画面「ダイレクトメニュー」です。
ここから、横【申告】⇒ 縦【決算書】⇒ メニュー【青色申告決算書印刷】と

進みます

設定 ２：決算書の印刷設定
「設定 １」でメニュー【青色申告決算書印刷】を開くと、右図の画面が開きます。
そこで、対象決算書を選択。所定の項目にチェックを入れて「印刷」をクリック
すると出力されます。

はじめに 「農業簿記11」での部門設定と帳票の出力

対象決算書の選択

印刷帳票の設定

印 刷

申 告

決算書

所得税 確定申告

【確定申告書 Ｂ】の出力方法

設定 １：ソリマチ「農業簿記11」の起動画面「ダイレクトメニュー」です。
ここから、横【申告】⇒ 縦【決算書】⇒ メニュー【所得税確定申告】と
進みます。

設定 2：「所得税確定申告書」の印刷設定画面が表示されるので、所定の項目をチェック
し、「印刷」ボタンをクリックします。

申 告

決算書

青色申告決算書
印刷
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調査票の項目

【調査票の調査項目 】

１ 調査票は、【１】～【12】の項目に分かれています。

２ この中で、印刷した帳票から記入（転記）可能なものは、
【２】損益計算書、【３】貸借対照表 及び【４】事業収支の概要になります。

３ これら以外の項目については、「農業簿記11」から出力した帳票からは、
記入できません。

＜参考＞
【１】現況（共通項目）：状況について記入願います。
【２】損益計算書：
【３】貸借対照表：
【４】事業収支の概要：
【５】投資と資金調達の状況：土地や農機具の購入金額、事業用に借り入れた

金額を記入します。
【６】主要農業固定資産の状況：固定資産の保有状況を記入します。
【７】土地面積：期末（12月31日）時点の土地の状況を記入します。
【８】生産概況、農畜産物収入及び農作業受託収入：

農作物等の生産概況や販売収入などについて記入します。
【９】制度受取金・積立金等：国や地方公共団体などからの交付金または、

積立金を記入します。
【10】労働の概要：労働時間等について記入します。
【11】指定品目に係る労働の概要：指定品目に関する労働時間等について

記入します。
【12】農業生産関連事業収入：農業生産関連事業について記入します。

はじめに 帳票から記入可能な調査項目

出力した帳票から転記します。

記入が必要ない項目や、金額が発生しなかった項目には、「ー」
（バー）等を書き込んでおくと、書き漏れを防ぐことができます。

＜調査票への記入にあたって＞

【１】現況（共通項目）

調査票
の記入 調査票 ３ページ

「概況」共通項目

「農業簿記」では対応しておりません。
営農類型別経営統計調査票 「調査票の記入の仕方」を参照しご記入願います。

調査票 P３



【2】損益計算書

青色申告決算書（農業所得用）【２】損益計算書

調査票 P４
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調査票
の記入 調査票 ３、４ページ

① 収入金額

③ 経費 １

④ 経費 ２

② 貸倒引当金 等

④ 経費 ２

① 収入金額

③ 経費 １

②
貸倒引当金 等

① 収入金額

③ 経費 １

④ 経費 ２

② 貸倒引当金 等

① 収入金額
収入金額の詳細は、
10～11ページに記載しています。

③、④ 経費 １，２
経費 １の詳細は、12～13ページ
経費 ２の詳細は、14～15ページに
記載しています。

② 貸倒引当金 等
貸倒引当金や専従者給与の詳細は、
10～11ページに記載してあります。

収支内訳書（農業所得用）

専 従 者 控 除

それぞれの項目に転記



収入金額

貸倒し引当金 等

55,000

55,000
2,170,000

66,000

2,236,000

調査票「収入金額」については、「農業簿記11」の青色申告決算書（損益計算書）及び
収支内訳書と同じ書式になっていますので、そのまま転記してください。

青色申告決算書（農業所得用） 収入金額【２】損益計算書 ①（収入金額） ②（貸倒引当金 等）

調査票 P４
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調査票
の記入 調査票 ４ページ

9,972,000

275,000

27,000
10,274,000

145,000
164,300

10,293,300

青色申告決算書（農業所得用） 貸倒引当金及び専従者給与
調査票「貸倒引当金 等」については、「農業簿記11」の青色申告決算書（損益計算書）及び
収支内訳書から、下表のように転記してください。

Ａ

Ｂ

※Ｂ－Ａの値を記入

★農産物の棚卸高における指定品目の割合について

「指定品目」がある方は、「うち指定品目の割合（％）」欄に、出力した
「部門別実績表」から割合を記入してください。

収支内訳書から転記する場合

調査票「貸倒引当金」欄には、収支内訳書⇒経費⇒「貸倒金 ⑪」の金額を
「専従者給与」欄には、収支内訳書⇒経費⇒「専従者控除 ⑯」の金額を転記してください。



部門別実績集計表 （損益計算書）
Ａ％：売上対比 ％
Ｂ％：科目合計対比％

平成31年 8月 5日
自 平成31年 1月 1日
至 平成31年12月31日

勘定科目 稲作部門 Ａ％ Ｂ％ 野菜（指定品目） Ａ％ Ｂ％ 共通部門 Ａ％ Ｂ％
《経常損益の部》
［経常損益の部］
【売上高】
売 上 高 39,566,650 100 100 0 0 0 0 0 0
作業受託収入 0 0 0 0 0 0 0 0 0
家事消費高 0 0 0 0 0 0 0 0 0
事業消費高 0 0 0 0 0 0 0 0 0
期首農産物棚卸高 0 0 0 0 0 0 0 0 0
期末農産物棚卸高 0 0 0 0 0 0 0 0 0
売上高 計 39,566,650 100 100 0 0 0 0 0 0
【生産原価】
期首農産物以外棚卸高 0 0 0 0 0 0 0 0 0
種 苗 費 542,692 1 100 0 0 0 0 0 0
肥 料 費 2,360,426 6 100 0 0 0 30,000 0 1
農 薬 費 467,029 1 100 0 0 0 0 0 0
動力光熱費 0 0 0 0 0 0 1,008,259 0 100
諸材料 費 583,974 1 100 0 0 0 0 0 0
農 具 費 0 0 0 0 0 0 2,004,000 0 100
修 繕 費 0 0 0 0 0 0 170,000 0 100

経費 １

72,150
84,000

429,000

538,000
375,000

286,000
347,500
387,000

125,000
270,515

経費 １ 青色申告決算書（農業所得用）

調査票 P４
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調査票
の記入 調査票 ４ページ
【２】損益計算書 ③（経費 １）

調査票「経費」については、「農業簿記11」の青色申告決算書（損益計算書）及び
収支内訳書と同じ書式になっていますので、そのまま転記してください。

72,150
84,000

429,000
538,000
375,000
286,000
347,500
387,000

125,000
270,515

「農業簿記11」の青色申告決算書（損益計算書）
と同じく転記できますが、収支内訳書の場合は
「修繕費」と「動力光熱費」が別の列になって
いますので、記入の際には転記元を間違えない
よう注意願います。

収支内訳書（農業所得用）左表の㋑～㋦が
該当箇所になります。

経費 １ 収支内訳書（農業所得用）
経費 （内訳項目）の指定品目の割合（Ⓐ部分）の記入について

Ⓐ

こ
の
部
分
を
転
記
し
ま
す

指定品目の割合欄（Ⓐ部分）は、「部門別集計実績表」から転記します。



36,000
28,000

763,086
82,000

290,000
138,000

ー
18,000

535,301
4,804,552

342,900
306,000

100,000

4,741,452

経費については、「青色申告決算書」の
損益計算書（右表）と同じ書式となって
いますので、そのまま転記してください。

ただし「荷造運賃手数料」及び「雑費」
の記入については、14ページの「荷造運
賃手数料、雑費の記入について」をご覧
ください。

調査票 P５
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調査票
の記入 調査票 ５ページ
【２】損益計算書 ④（経費 ２）

1．「荷造運賃手数料」について
ア・ 「農業簿記11」上で任意勘定科目記入欄に「市場手数料」が出力されるよう設定している方は、その金額を

「うち、市場手数料」にそのまま記入してください。また、「荷造運賃手数料」欄に任意勘定科目記入欄の
「市場手数料」を加算して記入してください。

イ・「農業簿記11」上で「荷造運賃手数料」欄に「市場手数料」が出力されるよう設定している方は、その金額を
「荷造運賃手数料」にそのまま記入してください。また、「うち、市場手数料」欄に、荷造運賃手数料に含まれて
いる市場手数料分を記入してください。

２．「雑費」について
ア・ 「農業簿記11」上で任意勘定科目記入欄に「交際費」が出力されるよう設定している方は、その金額を「うち、

交際費」にそのまま記入してください。また、「雑費」欄に任意勘定科目記入欄の「交際費」を加算して記入し
てください。

イ・「農業簿記11」上で「雑費」欄に「交際費」を含めるよう設定している方は、「雑費」欄ににそのまま記入して
ください。また、「うち、交際費」欄に、「雑費」に含まれている交際費分を記入してください。

荷造運賃手数料、雑費の記入について

経費 ２ 青色申告決算書（農業所得用）

（任意勘定科目記入欄）
出力帳票のこの欄に整理している項目が
ある場合には、調査票に転記する際に「雑
費」に加算してください。

Ⓐ

経費 ２ 収支内訳書（農業所得用）
青色申告決算書（農業所得用）と同じく転記できますが、
収支内訳書の場合は転記項目が、右表のように点在します
ので、記入の際には転記元を間違えないよう注意願います。
収支内訳書（農業所得用）の
⑧～⑩、⑫、⑭、㋸～㋕、
㋡～㋶が転記該当箇所に
なります。

36,000
28,000
82,000
18,000

535,301
342,900
306,000
100,000

※ 収支内訳書の場合は「小作料・賃借料」欄を、調査票の「地代・賃借料」欄に転記してください。

「
経
費
の
指
定
品
目
の
割
合
の
考
え
方
」
を
参
照

4,804,552
4,741,452



１ 貸借対照表を作成している場合
資産と負債の状況について、貸借対照表から期末（12月31日）時点の金額を転記
してください。記載の勘定科目以外の科目を設けている場合は、その科目及び
金額を任意勘定科目欄に転記してください。

（１）資産 （２） 負債・資本

183,800

452,000

2,000,000

1,000,000

145,000

224,000

275,000

118,900

549,600

10,000

342,654

7,500,000

186,600

315,000

1,305,000

1,200,000

164,300

161,000

335,000

145,000

1,651,210

532,100

325,858

7,500,000

12,800,954

2,523,244

16,344,312

45,000 53,000

1,350,000 1,190,000

0 6,000

55,000 66,000

307,510

11,350,954

3,370,848

11,350,954

16,344,31212,800,954

【３】貸借対照表 ① （作成している場合）

調査票 P6

貸借対照表
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調査票
の記入 調査票 ６ページ

貸借対照表の作成を想定してソフトを使用されている方は、出力した帳票からそのまま
転記することができますので、任意勘定科目欄を含めて転記してください。
なお、借入金のうち長期借入金については、「青色申告決算書」の貸借対照表に記載が
ありませんので、返済期限が1年を超えるものを記入してください。

※ 税務申告に際し、貸借対照表を作成している場合はこのページ（6ページ）の表を、作成していな
い場合は右ページ（7ページ）の表を使用し、各勘定科目の金額を転記してください。

農業経営のための金融機関等からの借入金のうち、返済期限が1年を超える借入金の合計額を記入し
てください。
「農業経営基盤強化資金（スーパーL）」「経営体育成強化資金」「担い手育成農地集積資金」
「農業改良資金」「農業経営負担軽減支援金」「農業近代化資金」等の制度資金のほか、農協や銀行
からの長期融資が該当します。

＜長期借入金とは＞

※ 貸借対照表を作成していない場合は、
18～21ページをご覧ください。



２ 貸借対照表を作成していない場合（貸借対照表相当の勘定科目の把握）

（１）資産に該当する勘定科目（※ ①、②、③、④～⑦は、必須項目です）

【３】貸借対照表 ② （作成していない場合１）

調査票 P７

現 金

18 19

調査票
の記入 調査票 ７ページ

農業経営のための現金及び通貨代用証券の金額を記入してください。
例）小口現金、手元にある当座小切手、送金小切手、預金小切手、郵便為替証券など

※ 金額そのものが不明な場合は、それぞれの減価償却費を転記してください。

預貯金等

農業経営のための「普通預金」「定期預金」「その他の預金」「有価証券」「前払金」
「貸付金」の合計額を記入してください。
・その他の預金・・「通知預金」「納税準備預金」「出資予約預金」「貯蓄預金」「別段預金」

「金銭信託」等
・有 価 証 券・・「株式」「社公債」「投資信託」「貸付信託」等の売買目的及び

一年以内に満期の到来するもの。
※ 市場性のないもの、長期保有目的のものもは含みません。

売掛未収入金
「売掛金」は、農産物を販売したものの、代金を受領していないもの、「未収金」は、
農産物以外を販売したものの、代金を受領していないものであり、「売掛金」と
「未収入金」を合算して記入ください。

固定資産の必須調査項目が合算されている場合

固定資産の④「建物・構築物」、⑤「農機具」及び⑥「果樹・牛馬等」について、④、⑤、⑥が合算
されている場合は、収支内訳書のうち「減価償却の計算」（明細書）から、建物、機械装置、備品、
車両運搬具などの資産ごとの「未償却残高」を用いて、種類ごとの金額を計算して記入してください。
※ 明細がない場合は、固定資産台帳を参考にしてください。

※ 必須項目において、記入できない項目があった場合は、農林水産省職員、または
専門調査員にその旨をお伝えください。

〇 減価償却の計算

必須項目、枝番等について
資産に該当する勘定科目は、①、②、③、④～⑦の黄色の箇所について必ず記入してください。
なお、流動資産の「② 預貯金等」「③ 売掛未収入金」を記入するにあたっては、枝番を記入する
ことが便利な場合は、使用してください。



（２）負債に該当する勘定科目 （※ ⑧～⑩、⑭は、必須調査項目です）
⑧ 「流動負債」は、農業経営のために、1年以内に支払いや返済する必要のある負債の

合計額を記入してください。（⑨～⑬が内訳となります。）

⑨ 「買掛金」は、原材料（肥料や飼料などの生産資材）等の購入代金の未払金を記入
してください。

⑩ 「短期借入金」は、農業経営のために金融機関等からの借入金のうち返済期限が1年
以内（期末における金融機関貸越し、家族借入れも含みます）の借入金を記入して
ください。

⑪ 「未払金」は、⑨以外の未払金

⑬ 「預り金」は、専従者給与の源泉所得税の預り金等の債務です。

※ ⑪～⑬あ、記入する必要はありませんが、⑧の流動資産を記入する際に
記入したほうが便利な方は記入してください。

⑭ 「長期借入金」は、農業経営のための金融機関等からの借入金のうち、返済期限が
1年を超える借入金の合計額を記入してください。
「農業経営基盤強化資金（スーパーL）」「経営体育成強化資金」
「担い手育成農地集積資金」「農業改良資金」「農業経営負担軽減支援金」
「農業近代化資金」等の制度資金のほか、農協や銀行からの長期融資が該当します。

調査票 P７

20 21

調査票
の記入 調査票 ７ページ

【３】貸借対照表 ③ （作成していない場合２）

負債に該当する勘定科目 収支内訳書（農業所得用）



１ 事業収支について

２ 山林の所得がある場合

事業収支の収入金額は、所得税の「確定申告書 B」
第一表の、収入金額等の事業、不動産（右表の①）
から転記してください。

また、所得金額は所得金額の事業、
不動産（右表の②）から転記してください。

【４】事業収支の概要

調査票 P８

事業収支 確定申告書 B

22 23

調査票
の記入 調査票 ８ページ

山林の所得 申告書（分離課税用）

山林の所得がある場合は、申告書（分離課税用）
第三表の、収入金額の山林（右表の③）から転記
してください。

また、所得金額（山林）は、所得金額の山林
（右表の④）から転記してください。

①

②

③

④

①

②

③
④



1  経営する事業への投資の状況

2 事業経営のために1年間（決算期間）に借り入れた金額

この項目は、1年間（決算期間）の事業とそのうち農業への投資を把握する項目です。
家計のみに使用するものの、購入については含みません。

それぞれの項目について事業に投資した金額、またそのうち農業については、土地の
農地割合、建物等の使用割合、農機具等の稼働割合など、項目ごとに適切な割合で
記入してください。

調査票 P８

投資（固定資産の購入）

24 25

調査票
の記入 調査票 ８ページ
【５】投資と資金調達の状況

資金調達（借入金）

この項目は、1年間（決算期間）の事業とそのうち農業への資金調達を把握する項目です。
家計のみに使用する借り入れについては含みません。

事業用に借り入れた金額、またそのうち農業に使用した分については、農業用融資の
金額を、事業全体から割り出し、その割合を記入してください。

「短期借入金」とは・・農業経営のために金融機関等からの借入金のうち、返済期限が1年以内の
借入金を言います。
（期末における金融機関貸越、家族借入も含みます）

「長期借入金」とは・・農業経営のために金融機関等からの借入金のうち、返済期限が1年を
超える借入金を言います。
（期末における金融機関貸越、家族借入も含みます）
「農業経営基盤強化資金（スーパーL）」「経営体育成強化資金」
「担い手育成農地集積資金」「農業改良資金」「農業経営負担軽減支援金」
「農業近代化資金」等の制度資金のほか、農協や銀行からの長期融資が
該当します。

＜長・短期借入金とは＞

投資における販売に供するための動物等の扱い

肥育用として購入した牛馬は、肥育・育成してそれ自体を販売する目的で
飼育することから資産とならないため、「植物・牛馬」に含みません。



１ 建物・構築物の状況

２ 自動車・農機具の保有状況

【７】 土地面積

〇 「１ 建物・建築物の状況」については、面積を記入してください。
面積は延べ面積とし、建築面積（建坪面積であって軒下の面積は含めない）に2階以上の床面積を
加えたものとします。

〇 「２ 自動車・農機具の保有状況」は台数を記入してください。
トラクターを3戸で共同所有している場合は、戸数で割って「0.3台」としてください。
※ 固定資産が多数ある場合は、青色申告決算書の「減価償却費の計算」ページなどを参考にして
記入してください。

減価償却費の計算 （青色申告決算書）

【6】主要農用固定資産の状況

調査票 P９

主要農業固定資産の状況

26 27

調査票
の記入 調査票 ９ページ

土地面積
土地面積には、不作付地や借入している土地を含む面積（耕作放棄地は除く）を記入してください。
なお、所有している土地や、借入地・貸付地が多数ある場合は、農業委員会に登録した「農地基本台帳」
の記載内容を参考に、土地面積の状況を記入してください。
※ 貸付地は、経営面積には含めず「貸付地（耕地）」に記入してください。

以前耕作していた土地で、過去1年以上作物を作付けせず、この数年の間に再び
作付けする考えのない土地を言います。

＜耕作放棄地とは＞

※ 乗用車：３、５、７ナンバー
トラック（貨物車）：１、４、６ナンバー

（ダンプカーはここに分類します）



１ 農作物

〇 農作物のうち、指定品目（果樹、路地・施設 野菜、施設花き）

農作物の生産概況や販売金額等については、青色申告決算書（農業所得用）の「収入金額の内訳」
や、収支内訳書（白色申告）の「収入金額の明細」を参考に記入してください。
上記に詳細に記入していない場合、作付面積（田畑別・用途別）は、「水稲生産実施計画書 兼
営農計画書」等を参考に記入してください。

なお、需給調整米（加工用米や新規需要米など）や、麦類、大豆など「経営所得安定対策」において
面積当たりの制度補助金を受けている作物がある場合も、支払われる際の「交付決定通知書」に面積が
記載されていますので、記入の参考としてください。

【８】生産概況、農畜産物収入及び農作業受託収入 ①

調査票 P10、11

作付面積、収穫量、販売金額

28 29

調査票
の記入 調査票 10、11ページ

食用米とは
食用に供する水稲のことをいい、種子も含めた主食用米（政府備蓄米、新規需要米のうち酒造用米、
輸出用米を含む。）、加工用米、米粉用米が該当します。
※ 食用以外の飼料用米、ＷＣＳ用稲、バイオエタノール用等は含みません。
なお、くず米については、主食用米の販売金額に含めてください。

※ ただし、生産量及び販売数量には含めないでください。

数量の換算が必要な農産物について（米、麦類、茶）

米、麦類、茶の生産量及び販売数量については、それぞれ玄米、玄麦、荒茶の数量を記入して
それ以外の形態で数量を把握している場合は、以下により換算した数量を記入してください。
また、金額については、販売した金額をそのまま記入してください。

【 米 】 もみ１kg → 玄米 0.79kg 白米１kg → 玄米 1.10kg

【麦 類】 小麦：精麦１kg → 玄麦 1.34kg
大麦：精麦１kg → 玄麦 1.77kg
裸麦：精麦１kg → 玄麦 1.50kg

【 茶 】 生葉１kg → 荒茶 0.239kg

数量の換算が必要な農産物について（米、麦類、茶）
指定品目がある場合、該当品目のみの面積、生産量、金額を記入してください。
ただし、指定品目がいも類、茶の場合には、記入不要です。



2 畜産物

3 農作業受託収入

4 直接販売
（１） 直接販売の金額

（２） 販路別金額割合

調査票 P12,13

30 31

調査票
の記入 調査票 12、13 ページ

畜産物の飼養頭数や販売金額等については、青色申告決算書（農業所得用）の「収入金額の
内訳」や、収支内訳書（農業所得用）の「収入金額の明細」、お手元の販売伝票などを参考に
記入してください。

月平均飼養頭（羽）数は、月始めの飼養頭（羽）数の年間延べ頭（羽）数を12で除して記入
してください。なお、搾乳牛には乾乳中の牛も含めてください。

事故畜の取り扱い

飼養頭数、販売頭数、販売金額【８】生産概況、農畜産物収入及び農作業受託収入 ②

事故畜（病気、けが等により出荷月齢に満たないまま淘汰された家畜）を、販売して
収入があった場合は、販売頭数・金額に含めて記入してください。

販路別金額割合

販売金額に占める割合は、販路（販売先）別の金額を用いて求めますが、それぞれの金額が
わからない場合は、販売した数量等の割合を記入してください。

販売先

（販売先の具体例）

小売業者・・・・・・・・・・・・・・・スーパー、コンビニ
食品製造業・外食産業・・・・漬け物工場、レストラン
自営直売所・・・・・・・・・・・・・自営店舗、無人販売、自販機
その他・・・・・・・・・・・・・・・・・・道の駅、ＪＡの直売所
インターネット・・・・・・・・・・・・・インターネット注文販売



１ 共通

2 稲、畑作物等関連

5 その他

【９】制度受取金・積立金等

調査票 P14,15

「その他」の考え方

32 33

調査票
の記入 調査票 14、15 ページ

表番号28には、「１ 共通」～「４ 畜産関連」までに明記されていない国からの制度補助金を
記入してください。
例えば、燃油価格高騰緊急対策や耕作放棄地再生利用緊急対策などが該当しますので、
複数ある場合は、合算して記入してください。

表番号29には、国以外からの制度補助金を記入してください。
都道府県や市町村の単独事業といわれるものや、またＪＡからの助成金や、
ＪＴの葉たばこ廃作協力金などが該当します。複数ある場合は、合算して記入してください。

なお、大口奨励金など、販売促進やキャンペーンによるものは除きます。

制度受取金・積立金等の区分欄については、当年の制度金名を記入した調査票をお渡しします。
予め、加入等している制度受取金の番号を○で囲むなどして、記入漏れのないようお願いします。
また、国からの「制度受取金」は、国から届く「交付決定通知書」の
「交付金額」欄（他の名称の場合もあります）の金額を転記してください。

制度受取金の取り扱い



〇 指定品目の制度受取金・積立金等

調査票 P15

34 35

調査票
の記入 調査票 15 ページ

以下のような計算で制度受取金・積立金等の金額を求めることができます。

（例）指定品目：露地キャベツの方で、制度受取金の交付を複数受けている場合。

■ 指定品目の販売価格の下落分を補てんする制度受取金

① 「野菜価格安定対策」
・ 受取金額 100,000円
・ 野菜価格安定対策対象野菜の作付延べ面積 180ａ
露地キャベツ作付面積 150ａ

・ 作付面積から露地キャベツ分の金額を推計
（150ａ÷180ａ）×100＝83％ 100,000円×83％＝ 83,000円

■ 指定品目の面積に対して支払われる制度受取金

② 「水田活用の直接支払交付金（うち産地交付金）」
・ 路地キャベツ作付面積 150a
・ 産地交付金の露地キャベツ交付単価 10ａ当たり5,000円

150ａ×10ａ当たり5,000円＝ 75,000円

露地キャベツに関係する交付金推計額の合計
① 83,000円 ＋ ② 75,000円 ＝ 158,000円 （推計）

指定品目の制度受取金・積立金等の金額の求め方【９】制度受取金・積立金等 ② （指定品目のある場合）

※指定品目の交付単価に指定品目の作付面積をかけて記入してください。

指定品目の制度受取金・積立金等の金額の求め方

指定品目の制度受取金・積立金等の金額が記入できない場合にのみ、販売した品目の
作付面積等の適切な割合を記入してください。



ここで把握する人数は、農業以外の事業も含めて事業に従事した方となりますが、
労働時間は農業（農作業受託を含む。）及び農業生産関連事業についてのみ
記入してください。

なお、15歳未満の家族の労働時間は把握しません。

※ 「性別」「年齢」「家族・雇用の別」欄までの記入の方（労働時間の記入がない方）が、
農業以外の従事者（林業やアパート経営など）となります。

〇 1年間（決算期間）に事業に従事した者・・・

調査票 P16
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調査票
の記入 調査票 16 ページ

１年間の労働時間を、直接この調査票に記入できる方は、従事者ごとに、
この欄に記入してください。

調査票に直接記入する場合

【10】労働の概要

「労働時間等整理補助表」を使用する場合

労働時間等整理補助表を用いて、労働時間を日別又は月別に記録された方は、
労働時間等整理補助表を担当の農林水産省職員、または専門調査員が記録しますので
お見せください。

※ 調査票に転記する必要はありません。

事業に従事した方の把握範囲



1 家族・雇用者別労働時間

２ 作業別労働時間

調査票 P17
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調査票
の記入 調査票 17 ページ

指定品目に係る１年間の労働時間を、直接この調査票に記入できる方は、
以下のとおり記入してください。

１ 家族・雇用者別労働時間
指定品目の総労働時間を家族・雇用者別、男女別に仕分けて記入してください。

２ 作業別労働時間
指定品目の総労働時間を作業区分別に仕分けて記入してください。

調査票に直接記入する場合

【11】指定品目に係る労働の概要

「労働時間等整理補助表」を使用する場合

労働時間等整理補助表を用いて、労働時間を日別又は月別に記録された方は、
労働時間等整理補助表を担当の農林水産省職員、または専門調査員が記録
しますのでお見せください。

※ 調査票に転記する必要はありません。
※ 労働時間等整理補助表の作業区分等は農林水産省職員、または専門調査

員等に相談してください。



1 各農業生産関連事業の収入金額・・・

２ 農業生産関連事業の支出金額・・・

調査票 P18
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調査票
の記入 調査票 18 ページ

「農業生産関連事業」による収入を区分別に金額で記入できない方は、「割合」欄に、
調査票８ページの【４】事業収支の概要「④ 収入金額計」に占める、区分別の
収入割合を記入してください。

調査票８ページの、【４】事業収支の概要

農業生産関連事業の収入（収入金額に対する割合）【12】農業生産関連事業収支 ①

農業生産関連事業の収入（農業収入に 含まれるかの確認）

「農業生産関連事業」の収入金額が、調査票８ページの「収入金額」の「事業」の「農業②」に
含まれている場合は、「はい」に○を記入してください。

農産加工の収入を「営業等収入」に金額を含め、観光農園の収入は「農業収入」に含めた場合の例

億 万 千 百 十

1 7 6 1 0 0 0

農業収入
1 0 2 9 3 3 0 0

不動産収入

①＋②＋③
1 2 0 5 4 3 0 0

不 動 産 ③

農 業 ②

営 業 等 ①

収 入 金 額 計 ④

収

入

金

額

事

業

卸売業、製造業、小売業、林業、漁業など農業以外

の事業の収入

この金額に占める区
分別の農業生産関
連事業収入の割合を
記入してください。

農業生産関連事業の支出（経費に対する割合）

「農業生産関連事業支出合計」を金額で記入できない方は、「経費割合」
欄には、調査票８ページの 【４】事業収支の概要「⑨ 経費」に占める、
「農業生産関連事業支出合計」の割合を記入してください。

調査票８ページの、【４】事業収支の概要

4 4 4 0 0 0

2 7 2 0 8 4 8

3 1 6 4 8 4 8

8 8 8 9 4 5 2

不 動 産 ⑦

所 得 金 額 計 ⑧

不動産収入から不動産に投じた費用を差し引いた金

額

所

得

金

額

経　　費　　　　⑨

農業収入から、農業に投じた費用を差し引いた金額

④-⑧

⑤＋⑥＋⑦

営 業 等 ⑤事

業 農 業 ⑥

農業以外の事業の収入から、その事業に投じた費用

を差し引いた金額

農業生産関連事業の支出（割合）

支出金額を記入できない方は、農業生産関連事業支出合計を100％として、
経費割合を記入してください。

この金額に占める区
分別の農業生産関
連事業支出合計額
の割合を記入してくだ
さい。



食品表示ラベルの記載例

名称 米みそ
原材料名 大豆、米、食塩
内容量 750ｇ
賞味期限 2018.12.10
製造者 房総味噌株式会社

千葉県南房総市富浦町123

無添加　房総仕込み

3 農業生産関連事業の概況について・・・

4 農産加工を行っている方のみ・・・

調査票 P19

42 43

調査票
の記入 調査票 19 ページ

農産加工品の名称は、下図にある食品表示ラベルの名称を記入してください。

農産加工を行っている方のみの記入欄【12】農業生産関連事業収支 ②

農業生産関連事業とは ①

農産加工
・ 自家で生産した原料を用いた農産加工品を自家で販売している事業をいいます。
・ なお、自家で加工を行うものの最終的な商品としては販売しないもの（荒茶、白干
し梅等）については農産加工とはせず農業に含めてください。

観光農園
・ 自家で生産した農産物について、観光客等を対象に、ほ場において収穫
等の一部の農作業を体験させて代金を得ている事業をいいます。

貸し農園
・ 農地を、第三者を経由せず農園利用方式等により農家以外の者に貸し付け、
その利用料金を得ている事業をいいます。

・ なお、自己所有の農地を他の農家に貸し付けて収入を得ている場合や、
市町村や農協など第三者に貸与している場合は該当しません。

農家民宿
・ 旅館業法に基づき、旅館等の許可を得て、観光客等を宿泊させ、自ら生産した
農産物や地域の食材を調理し、料理を提供して代金を得ている事業をいいます。

・ 上記以外の民泊等は除きます（農家が単に宿泊させただけのものは、農業生産
関連事業と見なしません）。

農家レストラン
・ 食品衛生法に基づき、飲食店営業又は喫茶店営業の許可を得て、自ら生

産した農産物や地域の食材を用い、飲食を提供して代金を得ている事業を
いいます。

その他
・ 上記以外の農業生産関連事業をいいます。

✖ こちらは商品名

〇 こちらの名称を
記入してください。

農業生産関連事業とは ②
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